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（団体）

（年度）

歳

以上

代

代

代

代

代

活動したことがある 活動したことがない 無回答

１ 県民活動団体数及び参加状況

県民活動とは、営利を目的としない県民の自主的・主体的な社会参加活動で、不特定かつ

多数の者の利益の増進に寄与することを目的とするものである。具体的には、コミュニティ

活動、ボランティア活動、ＮＰＯ活動を指す。

本県では、「山口県県民活動促進基本計画」に基づき、県民活動に対する理解や関心を深

め、誰もが県民活動へ参加できるよう、取組を進めている。

県民活動団体は、令和５年３月末現在 ［県民活動団体数］

で 団体であり、様々な分野で多彩

な活動を展開している。

令和３年度の「県政世論調査」によると、県民活動への参加割合は前回調査から

ポイント減の ％となっている。また、年代別にみると全ての年代で参加が５割未満と

なり、特に、 代以下の若年層では４割を下回っている。

これは、新型コロナウイルスの感染拡大により、予定されていた行事やイベントの開催

が中止されるなど、活動の場や機会が減少したこと等が影響しているものと考えられる。

誰もがいつでも県民活動に参加できるよう、県民活動の魅力発信や参加機会の提供を行

う必要がある。

［県民活動へ参加した県民の割合：全体］ ［年代別］

（山口県「県政世論調査」県民活動に関する質問は隔年で実施）

年度

元

年度

年度

年度

年度

活動したことがある 活動したことがない 無回答

第１部 県民活動の現状と課題

毎日

週に３～５回

週に１～２回月に１～３回

定期的に

行っていない

その他
無回答

34.9 
29.7 

24.5 
17.6 

16.4 
16.4 
15.9 

13.3 
11.8 
11.8 

9.5 
8.9 

8.1 
8.1 
7.8 

5.8 
5.8 
5.5 
4.9 
4.3 

3.2 
2.9 
2.9 
2.3 
2.3 
2.3 
2.0 

子どもの健全育成

まちづくりの推進

障害者福祉

環境保全

健康づくり

社会教育の推進

学問文化芸術の振興

高齢者福祉

児童・母子福祉

観光や産業等の振興

国際交流

自然保護

男女共同参画社会の形成

スポーツの振興

人権擁護

リサイクル

市民活動団体の支援

国際協力

医療

職業能力開発・雇用拡充

消費生活

災害救援

情報化社会の発展

犯罪防止

平和の推進

科学技術

交通安全

年未満 ～ 年未満 ～ 年未満
～ 年未満 ～ 年未満 ～ 年未満
年以上 無回答

H30

年度

R5

年度

２ 「令和５年度県民活動団体の活動実態調査」の結果

本県では、「県民活動白書」の作成や県民活動施策へ反映するため、毎年「県民活動団体

の活動実態調査」を実施している。

令和５年５月から６月にかけ、山口県知事認証のＮＰＯ法人 団体及び県民活動支援

センターに登録のある 団体、計 団体に調査を行った。

その結果、 団体、 ％の団体から回答があった。

調査の集計結果は次のとおり。

①活動について

主な活動分野は「子どもの健全育成」が最も多く、次いで「まちづくりの推進」「障害者

福祉」の順となっており、この他にも様々な分野で活動している。

活動年数は「 年以上」が最も多く、 年以上活動している団体が全体の８割以上を

占めており、息の長い団体活動が行われていることが分かる。

活動頻度は、毎週活動している団体が約４割となっている。

［主な活動分野］（複数回答） ［活動年数］

［活動頻度］
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会員の高齢化

新規会員の獲得が困難

会員や運営スタッフの不足

指導者やリーダーなどの人材不足

活動時間の不足

活動資金の不足

税の優遇措置がない

活動の知識や技術の研修機会の不足

活動場所の確保が困難

事故への責任・保険等が不安

②活動を行う上での課題、求める支援について

団体の課題としては、「会員の高齢化」や「新規会員の獲得が困難」など、人材に関する

課題を抱える団体が依然として多い。

団体が県に期待する支援については、「県との協働の推進」が最も多く、次いで「場所や

物品、機材等の提供」、「行政情報の提供」となっている。

また、約８割の団体が活動を発展させるために市町民活動支援センターの役割が「重要

である」と回答し、「場所、機材等の提供」や「県民活動への参加促進のための広報・普及

活動」、「行政情報等の提供」などの役割を期待している。

これらの期待に応えるためには、県と市町民活動支援センターが連携を強化し、団体の

活動を支援する必要がある。

［活動を行う上での課題］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

重要である
80.2%

重要とは

思わない
14.1%

無回答
5.7%

場所、機材等の提供

県民活動への参加促進の

ための広報・普及活動

行政情報等の提供

協働コーディネート

研修・講座の開催

市町、企業等への働きかけ

県民に対する体験の場や

機会の提供

市町の活動支援センターの設置

県（国）税の優遇措置

リーダー養成、技術養成の研修会

市町や企業等への働きかけ

情報、意見交換会の機会の提供

公共施設の利用料割引や優先利用

広報誌等による活動内容等の広報

行政情報の提供

場所や物品、機材等の提供

県との協働の推進

［県に期待する支援策］（複数回答）

［市町民活動支援センターへの認識］ ［市町民活動支援センターに期待する支援策］

（複数回答）
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新規会員が

加入し増加
12.4%

新規会員が

加入したが

減少
12.9%

新規会員が

加入したが

変化なし
14.9%減少した

23.0%

変化なし
35.9%

無回答
0.9%

団体のメンバー

からの紹介

シンポジウム、イベント

ホームページ、ブログ等

団体が発行する

チラシ、会報等

ほかの団体からの紹介

市町の広報誌、

マスコミ等での紹介

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

ﾂｲｯﾀｰ等）

行政、社会福祉

協議会からの紹介

県（市町）民活動支援

センターからの紹介

企業や商店等からの紹介

～ 人

～ 人

～ 人

～ 人

～ 人

～ 人

人～

無回答

③会員の状況及びボランティアの募集について

会員数が 人未満の団体が約半数を占めており、その割合は増加している。

また、新規会員が加入した団体は約４割あるが、会員が増加したのは約１割に留まって

いる。

会員の年代を見ると 代以上が約８割を占めており、若年層の参加割合が低い。

中心的な活動メンバーの参加のきっかけや新規会員が加入した要因は「団体のメンバー

からの紹介」が７割以上、ボランティアの募集方法についても「団体関係者等の紹介」が約

６割と、団体メンバーや関係者等の紹介が重要な要素となっている。

人材に関する課題を抱える団体が多いことから、参加促進に向けた普及啓発や情報発信

を強化する必要がある。

［会員数］

［会員数の状況］ ［新規会員が加入した要因］（複数回答）
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一般の県民に向けた活動

のイベント開催

交流会の開催

高校、大学等を通じた

情報発信

ボランティア・チャレンジ

を通じた普及啓発

活動体験会の開催

団体活動説明会の開催

３割以上
12.6%

１割～３割
20.7%

１割未満
35.9%

参加なし
29.9%

無回答
0.9%

団体のメンバー

からの紹介

ほかの団体からの紹介

ホームページ、ブログ等

シンポジウム、イベント

団体が発行する

チラシ、会報等

行政、社会福祉

協議会からの紹介

市町の広報誌、

マスコミ等での紹介

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

ﾂｲｯﾀｰ等）

県（市町）民活動支援

センターからの紹介

企業や商店等からの紹介

20代以下
2.6% 30代

4.7%
40代
12.3%

50代
17.3%

60代
36.6%

70歳以上
25.7%

無回答
0.8%

［中心的な活動メンバーの年代］ ［活動への若年層の参加］

［中心的な活動メンバーの参加のきっかけ］ ［若年層の参加に必要なこと］

（複数回答） （複数回答）
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協議会からの紹介

市町の広報誌、

マスコミ等での紹介

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

ﾂｲｯﾀｰ等）

県（市町）民活動支援

センターからの紹介

企業や商店等からの紹介

20代以下
2.6% 30代

4.7%
40代
12.3%

50代
17.3%

60代
36.6%

70歳以上
25.7%

無回答
0.8%

［中心的な活動メンバーの年代］ ［活動への若年層の参加］

［中心的な活動メンバーの参加のきっかけ］ ［若年層の参加に必要なこと］

（複数回答） （複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

団体関係者等の紹介

チラシ、団体広報誌

ホームページ、

ブログ等

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

ﾂｲｯﾀｰ等）

自治体等の

ホームページ等

自治体の広報誌等

あいかさねっと

募集している

（募集したこと

がある）

募集して

いない

無回答

十分集まった

集まったが

十分でなかった

ほとんど

集まらなかった

集まらなかった

無回答

［ボランティアの募集状況］ ［ボランティアの募集結果］

［ボランティアの募集方法］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

ホームページ、ブログ等

リーフレット、チラシ

自治体の広報誌等

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ等）

口コミ

新聞・テレビ・ラジオ等

自治体行事に参加

主催のイベント等

機関誌やニュースレター

ポスター

メールマガジン

市町

県

メディア

マスメディア

県民活動スーパーネット

（やまぐち県民活動支援ｾﾝﾀｰ）

口コミ

市町民活動支援センター

公益財団法人きらめき財団

さぽ～とメール

（やまぐち県民活動支援ｾﾝﾀｰ）

ホームページ、ブログ等

リーフレット、チラシ

口コミ

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ等）

自治体の広報誌等

主催のイベント等

自治体行事に参加

新聞・テレビ・ラジオ等

機関誌やニュースレター

ポスター

メールマガジン

④活動の広報及び情報の入手方法について

活動の広報手段については「ホームページ、ブログ等」の利用が最も多く、次いで「リー

フレット、チラシ」、「口コミ」の順となっている。また、その他の様々な手段によっても

広報を実施している。

必要な情報の入手手段は「市町」が最も多く、次いで「県」となっており、その他の様々

な方法によっても情報を入手している。

団体の活動を活発化させるためには、県、市町が団体への情報提供を積極的に行うとと

もに、多様な広報媒体等によって活動内容の広報を実施し、広く県民に発信していく必要

がある。

［活動を広報するための手段］（複数回答） ［今後活用したい広報手段］（複数回答）

［情報を入手する手段］（複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

団体関係者等の紹介

チラシ、団体広報誌

ホームページ、

ブログ等

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、

ﾂｲｯﾀｰ等）

自治体等の

ホームページ等

自治体の広報誌等

あいかさねっと

募集している

（募集したこと

がある）

募集して

いない

無回答

十分集まった

集まったが

十分でなかった

ほとんど

集まらなかった

集まらなかった

無回答

［ボランティアの募集状況］ ［ボランティアの募集結果］

［ボランティアの募集方法］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

ホームページ、ブログ等

リーフレット、チラシ

自治体の広報誌等

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ等）

口コミ

新聞・テレビ・ラジオ等

自治体行事に参加

主催のイベント等

機関誌やニュースレター

ポスター

メールマガジン

市町

県

メディア

マスメディア

県民活動スーパーネット

（やまぐち県民活動支援ｾﾝﾀｰ）

口コミ

市町民活動支援センター

公益財団法人きらめき財団

さぽ～とメール

（やまぐち県民活動支援ｾﾝﾀｰ）

ホームページ、ブログ等

リーフレット、チラシ

口コミ

ＳＮＳ（ﾌｪｲｽﾌﾞｯｸ、ﾂｲｯﾀｰ等）

自治体の広報誌等

主催のイベント等

自治体行事に参加

新聞・テレビ・ラジオ等

機関誌やニュースレター

ポスター

メールマガジン

④活動の広報及び情報の入手方法について

活動の広報手段については「ホームページ、ブログ等」の利用が最も多く、次いで「リー

フレット、チラシ」、「口コミ」の順となっている。また、その他の様々な手段によっても

広報を実施している。

必要な情報の入手手段は「市町」が最も多く、次いで「県」となっており、その他の様々

な方法によっても情報を入手している。

団体の活動を活発化させるためには、県、市町が団体への情報提供を積極的に行うとと

もに、多様な広報媒体等によって活動内容の広報を実施し、広く県民に発信していく必要

がある。

［活動を広報するための手段］（複数回答） ［今後活用したい広報手段］（複数回答）

［情報を入手する手段］（複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

会費収入

市町からの補助金・助成金

行政からの業務委託

収益事業からの繰入金

民間団体からの助成金

個人からの寄附金

県からの補助金・助成金

収入はない

企業からの寄付金

民間からの融資

公的機関からの融資

会費収入

市町からの補助金・助成金

県からの補助金・助成金

行政からの業務委託

民間団体からの助成金

企業からの寄附金

収益事業からの繰入金

個人からの寄附金

ソーシャル・ビジネスの立ち上げ

クラウドファンディングの実施

プロボノワーカーの活用

ファンドレイザーの配置

公的機関からの融資

民間からの融資

万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

万円以上

無回答

決算 決算

⑤財政基盤について

支出総額が 万円以上の団体が最も多く、次いで多いのが 万円未満の団体であり、

財政基盤の強い団体と弱い団体の二極化が続いている。

主な収入源としては、「会費収入」をあげている団体が半数以上と最も多く、また、寄付

金収入のない団体も半数以上おり、財政基盤の弱い団体が依然多い。

団体の財政基盤強化に向けた取組を推進するためには、寄付やクラウドファンディング、

ソーシャルビジネス等、様々な資金調達手法を普及啓発していく必要がある。

［支出総額］

［主な収入源］（複数回答） ［活用したい資金調達手法］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

人脈の活用

積極的な情報公開

募金箱の設置

自組織のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの呼びかけ

街頭募金や寄附募集ｲﾍﾞﾝﾄ開催

認定ＮＰＯ法人の取得

ﾌｧﾝﾄﾞﾚｲｼﾞﾝｸﾞ・ｻｲﾄへの登録

決済方法、支払回数の多様化

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ、ﾎﾟｽﾀｰ等で呼びかけ

特に行っていない

決算

決算

50万円未満 50～100万円 100～150万円
150～200万円 200万円以上

決算

決算

あり なし 無回答

［寄附金収入の状況］ ［寄附金収入額の状況］

［寄附募集の方法］（複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

会費収入

市町からの補助金・助成金

行政からの業務委託

収益事業からの繰入金

民間団体からの助成金

個人からの寄附金

県からの補助金・助成金

収入はない

企業からの寄付金

民間からの融資

公的機関からの融資

会費収入

市町からの補助金・助成金

県からの補助金・助成金

行政からの業務委託

民間団体からの助成金

企業からの寄附金

収益事業からの繰入金

個人からの寄附金

ソーシャル・ビジネスの立ち上げ

クラウドファンディングの実施

プロボノワーカーの活用

ファンドレイザーの配置

公的機関からの融資

民間からの融資

万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

～ 万円未満

万円以上

無回答

決算 決算

⑤財政基盤について

支出総額が 万円以上の団体が最も多く、次いで多いのが 万円未満の団体であり、

財政基盤の強い団体と弱い団体の二極化が続いている。

主な収入源としては、「会費収入」をあげている団体が半数以上と最も多く、また、寄付

金収入のない団体も半数以上おり、財政基盤の弱い団体が依然多い。

団体の財政基盤強化に向けた取組を推進するためには、寄付やクラウドファンディング、

ソーシャルビジネス等、様々な資金調達手法を普及啓発していく必要がある。

［支出総額］

［主な収入源］（複数回答） ［活用したい資金調達手法］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

人脈の活用

積極的な情報公開

募金箱の設置

自組織のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞでの呼びかけ

街頭募金や寄附募集ｲﾍﾞﾝﾄ開催

認定ＮＰＯ法人の取得

ﾌｧﾝﾄﾞﾚｲｼﾞﾝｸﾞ・ｻｲﾄへの登録

決済方法、支払回数の多様化

ﾀﾞｲﾚｸﾄﾒｰﾙ、ﾎﾟｽﾀｰ等で呼びかけ

特に行っていない

決算

決算

50万円未満 50～100万円 100～150万円
150～200万円 200万円以上

決算

決算

あり なし 無回答

［寄附金収入の状況］ ［寄附金収入額の状況］

［寄附募集の方法］（複数回答）

－ 10 －



第１部 県民活動の現状と課題

知っている

聞いたことは

ある

知らない

無回答

積極的に支援

を受けたい

機会があれば

支援を受けたい

支援を受ける

つもりはない、

必要ない

無回答
人材の確保・育成

広報・情報発信

サイトや の活用

画像・動画編集

企画・事業開発

多様な主体との

協働コーディネート

財政基盤の強化

事務処理の効率改善

申請・届出書類の作成

調査・分析

⑥プロボノについて

プロボノとは、仕事で身に付けた専門的な知識や技術を活かしたボランティア活動の

ことであり、本県では令和２年度から、プロボノワーカーと支援を受けたい団体をマッチ

ングし、団体の活動基盤強化を促進している。

プロボノの認知度は約４割に留まっているが、一方で約半数の団体がプロボノワーカー

の支援を受けたいと回答している。

支援を希望する分野は「人材の確保・育成」や「広報・情報発信」、「ＷｅｂサイトやＳＮＳ

の活用」など、多岐にわたる。

プロボノの普及・定着を進め、団体基盤強化に向けた取組を推進する必要がある。

［プロボノの認知度］

［プロボノワーカーの支援希望］ ［プロボノでの支援を希望する分野］

（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

活用している

活用していない

無回答

活用手法や活用事例

を学ぶ研修会の開催

ﾊﾟｿｺﾝ等の操作方法

を学ぶ研修会の開催

ﾊﾟｿｺﾝ等の機材の貸出

や購入に係る助成

専門家の派遣や相談会

の開催による活動の支援

団体や支援組織等を結ぶ

ｵﾝﾗｲﾝﾈｯﾄﾜｰｸの構築・強化

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの

作成・運営

ＳＮＳを使った

情報発信

ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ

への参加

会員間の

ｵﾝﾗｲﾝ会議

ｵﾝﾗｲﾝでのｲﾍﾞﾝﾄ・

相談の開催

ＰＲ動画の制作

⑦デジタルを活用した団体活動について

コロナ禍を契機としたデジタル化の進展により、約半数の団体がデジタルを活用した

活動を行っている。活用の内容は「ホームページの作成・運営」が最も多く、その他に

も「ＳＮＳを使った情報発信」や「オンラインセミナーへの参加」など、様々な形で活

用されている。

また、デジタルを活用するために必要な支援としては、「活用手法や活用事例を学ぶ

研修会の開催」や「パソコン等の操作方法を学ぶ研修会の開催」などの回答が上位を占

めている。

団体がデジタルを活用した運営・活動ができるよう、デジタル化への取組を支援する

必要がある。

［デジタル活用の状況］

［デジタル活用の内容］ ［デジタルを活用するために必要な支援］

（複数回答） （複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

知っている

聞いたことは

ある

知らない

無回答

積極的に支援

を受けたい

機会があれば

支援を受けたい

支援を受ける

つもりはない、

必要ない

無回答
人材の確保・育成

広報・情報発信

サイトや の活用

画像・動画編集

企画・事業開発

多様な主体との

協働コーディネート

財政基盤の強化

事務処理の効率改善

申請・届出書類の作成

調査・分析

⑥プロボノについて

プロボノとは、仕事で身に付けた専門的な知識や技術を活かしたボランティア活動の

ことであり、本県では令和２年度から、プロボノワーカーと支援を受けたい団体をマッチ

ングし、団体の活動基盤強化を促進している。

プロボノの認知度は約４割に留まっているが、一方で約半数の団体がプロボノワーカー

の支援を受けたいと回答している。

支援を希望する分野は「人材の確保・育成」や「広報・情報発信」、「ＷｅｂサイトやＳＮＳ

の活用」など、多岐にわたる。

プロボノの普及・定着を進め、団体基盤強化に向けた取組を推進する必要がある。

［プロボノの認知度］

［プロボノワーカーの支援希望］ ［プロボノでの支援を希望する分野］

（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

活用している

活用していない

無回答

活用手法や活用事例

を学ぶ研修会の開催

ﾊﾟｿｺﾝ等の操作方法

を学ぶ研修会の開催

ﾊﾟｿｺﾝ等の機材の貸出

や購入に係る助成

専門家の派遣や相談会

の開催による活動の支援

団体や支援組織等を結ぶ

ｵﾝﾗｲﾝﾈｯﾄﾜｰｸの構築・強化

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの

作成・運営

ＳＮＳを使った

情報発信

ｵﾝﾗｲﾝｾﾐﾅｰ

への参加

会員間の

ｵﾝﾗｲﾝ会議

ｵﾝﾗｲﾝでのｲﾍﾞﾝﾄ・

相談の開催

ＰＲ動画の制作

⑦デジタルを活用した団体活動について

コロナ禍を契機としたデジタル化の進展により、約半数の団体がデジタルを活用した

活動を行っている。活用の内容は「ホームページの作成・運営」が最も多く、その他に

も「ＳＮＳを使った情報発信」や「オンラインセミナーへの参加」など、様々な形で活

用されている。

また、デジタルを活用するために必要な支援としては、「活用手法や活用事例を学ぶ

研修会の開催」や「パソコン等の操作方法を学ぶ研修会の開催」などの回答が上位を占

めている。

団体がデジタルを活用した運営・活動ができるよう、デジタル化への取組を支援する

必要がある。

［デジタル活用の状況］

［デジタル活用の内容］ ［デジタルを活用するために必要な支援］

（複数回答） （複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

行政からの事業委託

行政による後援

行政からの補助・助成

行政との共催

行政主催事業への協力

公共施設の管理の受託

政策提言

企業とともに事業を実施

企業が会員として加入

企業の所有施設等を借用

企業から資金を受入れ

企業の所有機材等を借用

企業から人材を受入れ

企業への助言・提言

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

⑧協働について

行政との協働は７割を超えている一方、企業との協働は約３割、多様な主体との協働は

約４割と低い状況にある。

また、団体が多様な主体と協働する際の課題として「協働を進める人材がいない」とい

う回答が最も多く、約３割となっている。

多様化・複雑化する地域の課題を解決するには、団体や企業、大学、県、市町等の多様

な主体が役割を分担しながら取り組むことが効果的であることから、協働をコーディネ

ートする人材の育成など、多様な主体と協働できる体制を整備する必要がある。

［行政との協働の実績］ ［行政との協働の内容］（複数回答）

［企業との協働の実績］ ［企業との協働の内容］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

協働を進める人材がいない

協働すべき相手が

分からない・見つからない

協働を申し入れる

ノウハウがない

団体の基盤が弱いため、

協働してもらえない

団体の認知度が低いため、

協働してもらえない

人材の確保・育成

新たな発想・

アイデアの獲得

新たな知識や技術、

情報の獲得

自団体の認知度

の向上

情報発信の強化

資金調達

取り組む課題への

注目度の向上

施設や資機材等

の融通

ファシリテーター

による支援

…

市町

大学等

他のＮＰＯ

企業

県

自治会・町内会

財団法人・社団法人

社会福祉協議会

商工会議所・商工会等

国

［多様な主体との協働の実績］ ［協働の相手方］（複数回答）

［多様な主体と協働する際の課題］ ［多様な主体との協働への期待］

（複数回答） （複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

行政からの事業委託

行政による後援

行政からの補助・助成

行政との共催

行政主催事業への協力

公共施設の管理の受託

政策提言

企業とともに事業を実施

企業が会員として加入

企業の所有施設等を借用

企業から資金を受入れ

企業の所有機材等を借用

企業から人材を受入れ

企業への助言・提言

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

⑧協働について

行政との協働は７割を超えている一方、企業との協働は約３割、多様な主体との協働は

約４割と低い状況にある。

また、団体が多様な主体と協働する際の課題として「協働を進める人材がいない」とい

う回答が最も多く、約３割となっている。

多様化・複雑化する地域の課題を解決するには、団体や企業、大学、県、市町等の多様

な主体が役割を分担しながら取り組むことが効果的であることから、協働をコーディネ

ートする人材の育成など、多様な主体と協働できる体制を整備する必要がある。

［行政との協働の実績］ ［行政との協働の内容］（複数回答）

［企業との協働の実績］ ［企業との協働の内容］（複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

年度

年度

実績がある 実績がない 無回答

協働を進める人材がいない

協働すべき相手が

分からない・見つからない

協働を申し入れる

ノウハウがない

団体の基盤が弱いため、

協働してもらえない

団体の認知度が低いため、

協働してもらえない

人材の確保・育成

新たな発想・

アイデアの獲得

新たな知識や技術、

情報の獲得

自団体の認知度

の向上

情報発信の強化

資金調達

取り組む課題への

注目度の向上

施設や資機材等

の融通

ファシリテーター

による支援

…

市町

大学等

他のＮＰＯ

企業

県

自治会・町内会

財団法人・社団法人

社会福祉協議会

商工会議所・商工会等

国

［多様な主体との協働の実績］ ［協働の相手方］（複数回答）

［多様な主体と協働する際の課題］ ［多様な主体との協働への期待］

（複数回答） （複数回答）

－ 14 －



第１部 県民活動の現状と課題

利用したことがある
7.2%

利用したことは

ないが、知っている
45.4%

知らない
46.3%

無回答
1.1%

あいかさねっと

の普及啓発

パソコン操作など

への支援

ボランティアの募集情報を

掲載する際の支援

ボランティアを希望する

会員の登録促進

会員登録手続きの支援

あいかさねっと

の機能拡充

562 
650 

834 918 
1,020 

1,159 117 
132 

157 
167 

178 

189 

21 

24 

26 
25 

26 

26 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

H30 R1 R2 R3 R4 R5

個人 団体 企業

⑨「あいかさねっと（やまぐち社会貢献活動支援ネット）」について

「あいかさねっと」は、ボランティアをしたい個人・団体・企業とボランティアをして

ほしい団体をインターネットでつなぐシステムであり、平成 年 月に運用を開始し

ている。

また、ＬＩＮＥによる配信・問い合わせ機能やボランティア募集情報へ動画・画像等を

掲載する機能を追加するなど、運用開始以降、機能を拡充してきている。

令和４年度に個人の登録者数は千人を超えたものの、「あいかさねっと」を「知らない」

と回答した団体が依然、半数近くを占めている状況にある。

「あいかさねっと」の利用促進に向けて、ボランティアをしたい個人・団体・企業と

ボランティアをしてほしい団体の双方に対して、認知度向上を図る必要がある。

［あいかさねっとの認知度］

［あいかさねっとの登録者数］ ［あいかさねっと活用のため必要なこと］

（令和５年３月末時点） （複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

住み続けられるまちづくりを

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

人や国の不平等をなくそう

平和と公正をすべての人に

陸の豊かさも守ろう

ジェンダー平等を実現しよう

貧困をなくそう

働きがいも経済成長も

海の豊かさを守ろう

エネルギーをみんなに そしてクリーンに

つくる責任 つかう責任

気候変動に具体的な対策を

パートナーシップで目標を達成しよう

安全な水とトイレを世界中に

産業と技術革新の基盤をつくろう

飢餓をゼロに

分からない・該当がない

関連があることを意識

して活動している
59.8%関連があると意識

したことはない
35.0%

無回答
5.2%

⑩県民活動とＳＤＧｓについて

年９月の国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（

持続可能な開発目標）は、 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標であ

り、 の目標、 のターゲットから構成されている。

自身の団体が取り組む県民活動とＳＤＧｓの関連については、約６割の団体が「関連が

あることを意識して活動している」と回答しており、「住み続けられるまちづくりを」、

「すべての人に健康と福祉を」の目標については、団体の半数以上から活動に関連すると

いう回答があった。

団体が扱っている課題には複数のＳＤＧｓの目標が関連しており、それらすべてを幅

広い県民活動の連携、協力によって、協働して解決していく必要がある。

［県民活動がＳＤＧｓと関連があることの認識の有無］

［団体の活動に関連するＳＤＧｓの目標］（複数回答）

－ 15 －



第１部 県民活動の現状と課題

利用したことがある
7.2%

利用したことは

ないが、知っている
45.4%

知らない
46.3%

無回答
1.1%

あいかさねっと

の普及啓発

パソコン操作など

への支援

ボランティアの募集情報を

掲載する際の支援

ボランティアを希望する

会員の登録促進

会員登録手続きの支援

あいかさねっと

の機能拡充

562 
650 

834 918 
1,020 

1,159 117 
132 

157 
167 

178 

189 

21 

24 

26 
25 

26 

26 

0
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400
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1,200

1,400

H30 R1 R2 R3 R4 R5

個人 団体 企業

⑨「あいかさねっと（やまぐち社会貢献活動支援ネット）」について

「あいかさねっと」は、ボランティアをしたい個人・団体・企業とボランティアをして

ほしい団体をインターネットでつなぐシステムであり、平成 年 月に運用を開始し

ている。

また、ＬＩＮＥによる配信・問い合わせ機能やボランティア募集情報へ動画・画像等を

掲載する機能を追加するなど、運用開始以降、機能を拡充してきている。

令和４年度に個人の登録者数は千人を超えたものの、「あいかさねっと」を「知らない」

と回答した団体が依然、半数近くを占めている状況にある。

「あいかさねっと」の利用促進に向けて、ボランティアをしたい個人・団体・企業と

ボランティアをしてほしい団体の双方に対して、認知度向上を図る必要がある。

［あいかさねっとの認知度］

［あいかさねっとの登録者数］ ［あいかさねっと活用のため必要なこと］

（令和５年３月末時点） （複数回答）

第１部 県民活動の現状と課題

住み続けられるまちづくりを

すべての人に健康と福祉を

質の高い教育をみんなに

人や国の不平等をなくそう

平和と公正をすべての人に

陸の豊かさも守ろう

ジェンダー平等を実現しよう

貧困をなくそう

働きがいも経済成長も

海の豊かさを守ろう

エネルギーをみんなに そしてクリーンに

つくる責任 つかう責任

気候変動に具体的な対策を

パートナーシップで目標を達成しよう

安全な水とトイレを世界中に

産業と技術革新の基盤をつくろう

飢餓をゼロに

分からない・該当がない

関連があることを意識

して活動している
59.8%関連があると意識

したことはない
35.0%

無回答
5.2%

⑩県民活動とＳＤＧｓについて

年９月の国連サミットで採択されたＳＤＧｓ（

持続可能な開発目標）は、 年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標であ

り、 の目標、 のターゲットから構成されている。

自身の団体が取り組む県民活動とＳＤＧｓの関連については、約６割の団体が「関連が

あることを意識して活動している」と回答しており、「住み続けられるまちづくりを」、

「すべての人に健康と福祉を」の目標については、団体の半数以上から活動に関連すると

いう回答があった。

団体が扱っている課題には複数のＳＤＧｓの目標が関連しており、それらすべてを幅

広い県民活動の連携、協力によって、協働して解決していく必要がある。

［県民活動がＳＤＧｓと関連があることの認識の有無］

［団体の活動に関連するＳＤＧｓの目標］（複数回答）
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第１部 県民活動の現状と課題

（件）

（年度）

（人）

（年度）

３ 県民活動支援拠点（機関）の状況

１ 県民活動支援拠点

県民活動の支援を行う拠点施設で、県民が直接利用できる機能を有している。

主なものに県民活動支援センターや市町民活動支援センターがある。

■県民活動支援センター

平成 年 月の開設以来、県民活動に関する情報や資料の収集・提供、相談・助

言、研修会の開催など、様々な支援を行うとともに、県内の県民活動支援拠点（機関）

とのネットワーク化を進めてきた。

平成 年度からは指定管理者制度を導入してＮＰＯ法人に管理運営を委託し、利用

者サービスの一層の充実・向上に努めている。

［利用者数］ ［ホームページへのアクセス数］

（県民活動支援センター調べ）

■市町民活動支援センター

現在 市町に設置され、市民活動に関する情報提供や相談業務、人材育成、交流会、

施設や機器の貸出等を行っており、地域の状況に応じた事業に取り組んでいる。

■その他の県民活動支援拠点

□県下全域で支援を行うもの

（福）山口県社会福祉協議会、山口県ボランティア・体験活動支援センター、山口県

生涯現役推進センター、（公財）山口県ひとづくり財団生涯学習推進センター、

（公財）山口県ひとづくり財団環境学習推進センター、山口県地球温暖化防止活動推

進センター、（公財）山口県国際交流協会

□市町域内で支援を行うもの

市町社会福祉協議会（ 施設）、市町体験活動・ボランティア活動支援センター（

施設）、勤労青少年ホーム（７施設）

２ 県民活動支援機関

県民活動の支援を行う組織や団体で、県民活動に関する助成事業など、事業を

通じた支援が期待されている。

（公財）山口きらめき財団、（公財）山口県ひとづくり財団、（公社）山口県快適

環境づくり連合会、（公財）やまぐち移植医療推進財団、農山漁村女性活躍支援セン

ター、（公財）やまぐち農林振興公社、（公社）山口県防犯連合会、（公財）山口県

暴力追放運動推進センター

第１部 県民活動の現状と課題

％ ％ ％ ％ ％

消費者の保護

災害救援

科学技術の振興

男女共同参画社会の形成

観光の振興

農山漁村、中山間地域振興

情報化社会の発展

地域安全

国際協力

人権の擁護又は平和の推進

経済活動の活性化

職業能力開発

環境の保全

文化芸術等の振興

連絡、助言又は援助

社会教育の推進

子どもの健全育成

まちづくりの推進

保健、医療又は福祉の増進

山口県 全国

ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数

下 関 市 美 祢 市
宇 部 市 周 南 市
山 口 市
萩 市 周防大島町

防 府 市 和 木 町
下 松 市 上 関 町
岩 国 市 田布施町

光 市 平 生 町
長 門 市 阿 武 町
柳 井 市 合 計

市町名 市町名

山陽小野田市

年度

山口県

全国

４ ＮＰＯ法人の認証・認定状況

１ 認証制度

特定非営利活動促進法に基づく県知事の認証を受けることにより、ＮＰＯ法人とし

て活動することができる。本県ではＮＰＯ法人への県税の支援措置を講じるなど、特定

非営利活動の健全な発展を促進している。

平成 年 月に特定非営利活動促進法が施行し、平成 年４月に県内で初めての

ＮＰＯ法人が誕生した。

令和５年３月末現在、 法人（全国： 法人）となっている。

活動分野別に見ると「保健、医療又は福祉の増進」が最も多く、「まちづくりの推進」、

「子どもの健全育成」、「社会教育の推進」など様々な分野で活動している。

主たる事務所の所在地別に見ると山口市が 法人と最も多く、次いで下関市、宇部

市の順となっており、この３市で全法人の約半数を占めている。

［法人数（県・全国）］ ［活動分野］（複数回答）

［主たる事務所の所在地別 法人数］

（令和５年３月末現在）
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第１部 県民活動の現状と課題

（件）

（年度）

（人）

（年度）

３ 県民活動支援拠点（機関）の状況

１ 県民活動支援拠点

県民活動の支援を行う拠点施設で、県民が直接利用できる機能を有している。

主なものに県民活動支援センターや市町民活動支援センターがある。

■県民活動支援センター

平成 年 月の開設以来、県民活動に関する情報や資料の収集・提供、相談・助

言、研修会の開催など、様々な支援を行うとともに、県内の県民活動支援拠点（機関）

とのネットワーク化を進めてきた。

平成 年度からは指定管理者制度を導入してＮＰＯ法人に管理運営を委託し、利用

者サービスの一層の充実・向上に努めている。

［利用者数］ ［ホームページへのアクセス数］

（県民活動支援センター調べ）

■市町民活動支援センター

現在 市町に設置され、市民活動に関する情報提供や相談業務、人材育成、交流会、

施設や機器の貸出等を行っており、地域の状況に応じた事業に取り組んでいる。

■その他の県民活動支援拠点

□県下全域で支援を行うもの

（福）山口県社会福祉協議会、山口県ボランティア・体験活動支援センター、山口県

生涯現役推進センター、（公財）山口県ひとづくり財団生涯学習推進センター、

（公財）山口県ひとづくり財団環境学習推進センター、山口県地球温暖化防止活動推

進センター、（公財）山口県国際交流協会

□市町域内で支援を行うもの

市町社会福祉協議会（ 施設）、市町体験活動・ボランティア活動支援センター（

施設）、勤労青少年ホーム（７施設）

２ 県民活動支援機関

県民活動の支援を行う組織や団体で、県民活動に関する助成事業など、事業を

通じた支援が期待されている。

（公財）山口きらめき財団、（公財）山口県ひとづくり財団、（公社）山口県快適

環境づくり連合会、（公財）やまぐち移植医療推進財団、農山漁村女性活躍支援セン

ター、（公財）やまぐち農林振興公社、（公社）山口県防犯連合会、（公財）山口県

暴力追放運動推進センター

第１部 県民活動の現状と課題

％ ％ ％ ％ ％

消費者の保護

災害救援

科学技術の振興

男女共同参画社会の形成

観光の振興

農山漁村、中山間地域振興

情報化社会の発展

地域安全

国際協力

人権の擁護又は平和の推進

経済活動の活性化

職業能力開発

環境の保全

文化芸術等の振興

連絡、助言又は援助

社会教育の推進

子どもの健全育成

まちづくりの推進

保健、医療又は福祉の増進

山口県 全国

ＮＰＯ法人数 ＮＰＯ法人数

下 関 市 美 祢 市
宇 部 市 周 南 市
山 口 市
萩 市 周防大島町

防 府 市 和 木 町
下 松 市 上 関 町
岩 国 市 田布施町

光 市 平 生 町
長 門 市 阿 武 町
柳 井 市 合 計

市町名 市町名

山陽小野田市

年度

山口県

全国

４ ＮＰＯ法人の認証・認定状況

１ 認証制度

特定非営利活動促進法に基づく県知事の認証を受けることにより、ＮＰＯ法人とし

て活動することができる。本県ではＮＰＯ法人への県税の支援措置を講じるなど、特定

非営利活動の健全な発展を促進している。

平成 年 月に特定非営利活動促進法が施行し、平成 年４月に県内で初めての

ＮＰＯ法人が誕生した。

令和５年３月末現在、 法人（全国： 法人）となっている。

活動分野別に見ると「保健、医療又は福祉の増進」が最も多く、「まちづくりの推進」、

「子どもの健全育成」、「社会教育の推進」など様々な分野で活動している。

主たる事務所の所在地別に見ると山口市が 法人と最も多く、次いで下関市、宇部

市の順となっており、この３市で全法人の約半数を占めている。

［法人数（県・全国）］ ［活動分野］（複数回答）

［主たる事務所の所在地別 法人数］

（令和５年３月末現在）
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知っている

聞いたこと

はある

知らない

無回答 取得済み・

取得したい

検討中

取得したいが、要件

や手続等で困難

取得するつもり

はない

わからない

無回答

２ 認定・特例認定制度

ＮＰＯ法人のうち、運営組織や事業活動が適正で公益の増進に資するものなど一定

の基準に適合したとして県の認定を受けたものを「認定ＮＰＯ法人」という。

また、ＮＰＯ法人として新たに設立されたもののうち、運営組織や事業活動が適正で

特定非営利活動の健全な発展の基盤があり、公益の増進に資すると見込まれるものな

ど一定の基準に適合したとして県の特例認定を受けたものを「特例認定ＮＰＯ法人」と

いう。

令和５年６月末現在、県内の認定･特例認定ＮＰＯ法人は９法人（全国： 法人）

となっている。

令和５年度「県民活動団体の活動実態調査」では、ＮＰＯ法人の約６割が認定制度を

認知しており、認定取得の意向について「取得済み・取得したい」、「検討中」と回答

したＮＰＯ法人は約２割であった。

［ＮＰＯ法人の認定制度の認知度］ ［ＮＰＯ法人の認定取得の意向］

■県内の認定・特例認定ＮＰＯ法人

名 称 所在地 主 な 事 業 目 的

こどもステーション山口 山口市
舞台芸術鑑賞や体験活動を通じた子ども
の健全育成

ぐうですぐう 宇部市 就労支援事業等を通じた障害者支援

やまぐち発達臨床支援
センター

防府市 発達支援及び保健・医療・福祉の発展

山口せわやきネットワーク 山口市
新しい社会システムの構築、社会の公益
の増進に寄与

山口県腎友会 山口市 腎臓病に関する知識の普及啓発等

みらいプラネット 防府市 難治性血管奇形の啓発活動

ＡＣＴ ＳＡＩＫＹＯ 周南市 バドミントン競技の振興と普及促進

皆繋 下関市
地域住民を主体とした高齢者のセーフ
ティネット構築

とりで 岩国市 児童福祉の増進等

第１部 県民活動の現状と課題

＜認定制度と特例認定制度の比較＞

認定制度 特例認定制度

認定・特例認定基準

①ＰＳＴ基準※に適合

②共益的な活動の占める割合が

％未満

③運営組織及び経理が適正

④事業活動の内容が適正

⑤情報公開を適切に実施

⑥事業報告書等を期限内に所轄庁

へ提出

⑦法令違反、不正行為等なし

⑧設立の日から１年を超える期間

が経過

①以外の７つの基準を満たし

ていること

有 効 期 間 認定の日から５年間 特例認定の日から３年間

有 効 期 間 の 更 新 更新あり 更新なし

申 請 可 能 法 人 全てのＮＰＯ法人 設立５年以内のＮＰＯ法人

税 制 優 遇

①個人が寄附した場合の寄附金の

所得控除又は税額控除

②法人が寄附した場合の損金算入

限度枠の拡大

③相続人が寄附した場合の非課税

措置

④認定ＮＰＯ法人自身のみなし

寄附金措置

①②は認定と同じ

③④については、対象外

※ＰＳＴ（パブリック・サポート・テスト）基準：ＮＰＯ法人が広く住民からの支持を

受けているかどうかを判断する基準で、次のいずれかを満たすこと

・経常収入金額に占める寄附金等収入金額の割合が ％以上

・寄附金の額が 円以上である寄附者の数が年平均 人以上

・法人事務所がある県または市町から条例で個別指定を受けていること（本県は該当なし）
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知っている

聞いたこと

はある

知らない

無回答 取得済み・

取得したい

検討中

取得したいが、要件

や手続等で困難

取得するつもり

はない

わからない

無回答

２ 認定・特例認定制度

ＮＰＯ法人のうち、運営組織や事業活動が適正で公益の増進に資するものなど一定

の基準に適合したとして県の認定を受けたものを「認定ＮＰＯ法人」という。

また、ＮＰＯ法人として新たに設立されたもののうち、運営組織や事業活動が適正で

特定非営利活動の健全な発展の基盤があり、公益の増進に資すると見込まれるものな

ど一定の基準に適合したとして県の特例認定を受けたものを「特例認定ＮＰＯ法人」と

いう。

令和５年６月末現在、県内の認定･特例認定ＮＰＯ法人は９法人（全国： 法人）

となっている。

令和５年度「県民活動団体の活動実態調査」では、ＮＰＯ法人の約６割が認定制度を

認知しており、認定取得の意向について「取得済み・取得したい」、「検討中」と回答

したＮＰＯ法人は約２割であった。

［ＮＰＯ法人の認定制度の認知度］ ［ＮＰＯ法人の認定取得の意向］

■県内の認定・特例認定ＮＰＯ法人

名 称 所在地 主 な 事 業 目 的

こどもステーション山口 山口市
舞台芸術鑑賞や体験活動を通じた子ども
の健全育成

ぐうですぐう 宇部市 就労支援事業等を通じた障害者支援

やまぐち発達臨床支援
センター

防府市 発達支援及び保健・医療・福祉の発展

山口せわやきネットワーク 山口市
新しい社会システムの構築、社会の公益
の増進に寄与

山口県腎友会 山口市 腎臓病に関する知識の普及啓発等

みらいプラネット 防府市 難治性血管奇形の啓発活動

ＡＣＴ ＳＡＩＫＹＯ 周南市 バドミントン競技の振興と普及促進

皆繋 下関市
地域住民を主体とした高齢者のセーフ
ティネット構築

とりで 岩国市 児童福祉の増進等

第１部 県民活動の現状と課題

＜認定制度と特例認定制度の比較＞

認定制度 特例認定制度

認定・特例認定基準

①ＰＳＴ基準※に適合

②共益的な活動の占める割合が

％未満

③運営組織及び経理が適正

④事業活動の内容が適正

⑤情報公開を適切に実施

⑥事業報告書等を期限内に所轄庁

へ提出

⑦法令違反、不正行為等なし

⑧設立の日から１年を超える期間

が経過

①以外の７つの基準を満たし

ていること

有 効 期 間 認定の日から５年間 特例認定の日から３年間

有 効 期 間 の 更 新 更新あり 更新なし

申 請 可 能 法 人 全てのＮＰＯ法人 設立５年以内のＮＰＯ法人

税 制 優 遇

①個人が寄附した場合の寄附金の

所得控除又は税額控除

②法人が寄附した場合の損金算入

限度枠の拡大

③相続人が寄附した場合の非課税

措置

④認定ＮＰＯ法人自身のみなし

寄附金措置

①②は認定と同じ

③④については、対象外

※ＰＳＴ（パブリック・サポート・テスト）基準：ＮＰＯ法人が広く住民からの支持を

受けているかどうかを判断する基準で、次のいずれかを満たすこと

・経常収入金額に占める寄附金等収入金額の割合が ％以上

・寄附金の額が 円以上である寄附者の数が年平均 人以上

・法人事務所がある県または市町から条例で個別指定を受けていること（本県は該当なし）
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